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Vorbemerkung 
1n der Rechtssprechung handelt es sich um die Begrundung der 
faktischen Polizeihandlungen， z.B. der δffentlichen Autokontrolle auf der 
Straβe fur betrunkende Fahrer， Autodiebstahl， Fahrt ohne Fahrschein 
und so weiter， mit der Aufgabennorm des Polizeiorganisationsgesetzes 
(POG)， obwohl die Lehre es aus dem Grundsatz der Gesetzmaβigkeit der 
Verwaltung "ungnugend“oder "unzureichend“bemerken muss. Die Poli欄
zeipraxis ist doch schon nunmehr damit legitimien. 1n diesem Beitrag 
werden einige Rechtssprechungen betreffend die Autokontrolle ohne 
klare gesetzliche Bestimmung， nicht strafprozesrecht1icherweise sondern 
verwaltungsrecht1icherweise einreichend analysiert. Die faktischen Poli-
zeihandlungen sowie die Realakte， z.B. die Anfrage von uniformierten 
Polizisten ohne verbrecherliches Vorzeichen， mussen auch die Begrundung 
mit irgendeiner gesetzlichen Norm oder gesetzvollziehenden Bestimmung 
begrund巴twerden， weil die Polizisten an und fur sich eigentlich als Voll-
zugsorgan mit der Zwangs-und Befehlsbefugnis zu agieren sind. 
はじめに
警察組織が個別の授権法規に拠らずその警察法目的達成のために事実行為と
して特定の作用をなすことが可能かについては，実務法学と法学者の見解には
大きな隔たりがあるω。このような領域が警察活動に認められるべきか，また
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その法的評価，;1:~、かにあるべきか。法的根拠や法的規律についてどのように考
えるべきかについての理論的考察に先立つて，本稿では自動車検問の法的評価
が問われた過去の判例を，行政法学的見地から今一度検討分析したい。
1 警察官職務執行法に基づく自動車検聞の許容性
この問題に関する契機となった事案としては，自動車の一斉検聞の適法性が
問題とされた最高裁第3小法廷の上告棄却決定(昭和 55年3月29日)がある
が，これに先立ち最高裁上告には至らなかったものの，交通検問とその根拠と
して主張された警察法ないし警察官職務執行法(以下，警職法と略す〕の関係
性をめぐる事件があったω。大阪地裁昭和 37年2月28日判決(判時296・6)
の事例であるo
事実は以下のとおりである。
自動車盗犯予防等のため自動車検問を実施中の天王寺警察署警ら係巡査によ
り，公務執行妨害に問われた被告人等の乗車するタクシーの運転手が職務質問
を受けるや.これに憤激し，共謀の上同巡査の顔面を殴打する等の暴行を加え，
以て同巡査の職務の執行を妨害したとされた事案である。
本件において大阪地裁は， I自動車検問とは，欝察官が，自動車盗犯その他
重要な犯罪の予防検挙のため，一般通行中の自動車に停車を命じて停止させ，
適転手に対して，更に必要なばあいには乗客に対して，必要な事項を質問する
ことをいい，警察内部の訓令(大阪府においては大阪府警察特別警戒規程〉通
達等によって一つの制度的なものとして全国的に行われているもののようであ
る。Jとし，交通欝察上の「行政制度Jとして自動車検問制度をとらえること
を前提として， I~ 、かなる自動車をいかにして停車させ，いかなる者に対して，
いかなる事項について質問すべきかは現場の警察官の裁量に任せられているよ
うである。大阪府警では，自動車検問に従事する警察官の服務心得として，本
部長通達により次のとおり定めている。
一，検問所において自動車の停車を命ずるばあいは，なるべく制服員がこれ
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にあたらなければならなL、。
一 検問所以外の場所においては，みだりに自動車の検聞を行なってはなら
ない。
ー，同時に多数のものを検問する場合であっても，全員がこれにあたること
なく，うちー名は必ず全般の監視を行なわなければならない。
四，自動車の検聞は，人の乗用するものに限ることなく，空車のばあいであ
っても一応これを行なわなければならない。」
警察法3条の[服務の宣誓の内容」に準拠する内規である行政通達「服務心
得」により自動車検問は行政府j度として運用されているが，物理的条件である
「検問所」ないし「検問Jという制度自体が「前提」とされたうえで， r心得」
にあっても「自動車の停車を命ず、る」場合が想定されている。検問所の設置と
検問所表示をおこない「制服J警察官による検問態勢を敷いた上でこれをおこ
なうことを原則としながら(二号)，検問所において検問協力として任意に徐
行・停車する運転者はともかく，そうでない場合の検問無視ないし検問突破と
いう誘導無視については「自動車停止命令」を規定する(一号〉。これは，内
規による「命令権限の設定」ないし「口頭による停止のード命処分」さらに検問
無視等に対する即時強制機会(制服武装警官の属性)の確認という両側面を規
律するものと解することができる(もちろん自動車の誘導停止の一連の行為を
して「命ずる」と表現しているとも思われるが)。
「ところで，警察は，右のような自動車検問の権限は，警察官職務執行法第
二条の職務質問の前段階であって，警察法第二条第一項の「警察は個人の生命，
身体，及び財産の保護に任じ，犯罪の予防，鎮圧及び捜査，被疑者の逮捕，交
通の取締その他公共の安全と秩序の維持に当ることをもってその責務とする」
とする規定から当然に由米するものとし，検察官も亦さように主張している。」
警察実務の理解は，具体的(なお一般的な)警察作用捜権法としての警職法
を「刑法従属的規範」と前提して，その準備ないし予備行為(すなわち行政警
察)として自動車検問を位置づけ，その根拠を警察法2条の責務規範に求めて
いる。
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これに対し，裁判所は責務規範と授権規範を明確に切り分けて， r然しなが
ら，その「警察法に規定する個人の生命，身体及び財産の保護，犯罪の予防，
公安の維持並びに他の法令の執行等の職権職務を忠実に遂行するために，必要
な手段を定めることを目的と」して，まさに警察官職務執行法が制定されてい
るのであり(同法第一条第一項)，然も，警察官が犯罪の予防検挙のために通
行中の者を停止させて質問する権限について，同法第二条第一項は，厳格な要
件を定め， r警察官は，異常な挙動その他周囲の事情から合理的に判断して何
らかの犯罪を犯し，若しくは犯そうとしていると疑うに足りる相当な理由のあ
る者又は既に行われた犯罪について，若しくは犯罪が行われようとしているこ
とについて知っていると認められる者を停止させて質問することができる」と
規定しているのである。勿論，職務質問は相手方の任意を前提とするものであ
って(同法第二条第三項)，その上「必要な最小の限度において用いるべきも
のであっていやしくもその濫用にわたるようなことがあってはならない」とさ
れているのである(同法第一条第二項)oJとして，警察法における警察の包括
的責務規定と警職法による個々の警察活動についての個別授権'性の関係に言及
し，この意味で， rl、わゆる自動車検問なるものは，その実質において，職務
質問の要件を取り除いた職務質問であり，まさに「職務質問の要件なき職務質
問」というべきものである。」
すなわち，実質において自動車検問は刑法犯との関連可能性を要件・前提と
する職務質問であるが， r異常な挙動」等の現認を欠く，即ちその要件を満た
さないものであるので「司法警察活動」ではなく， r行政警察作用」のひとつ
というべきで，そうとすれば根拠は警察法目的との関連性から裏付けるべきも
のとする。
したがってあたかも行政指導といった事実行為のごとくに「検察官は，自動
車検問は相手方の協力を前提とする点において，職務質問が単に任意を前提と
するに過ぎず文追跡する等ある程度の実力を用いることができるのと異なると
主張するが，協力といい，任意というのも所詮言葉の綾に過ぎないし，事実上
自動車検問という制度が存在し，警察官が検問所を設けてその実施に当る以上，
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時には運転者に対し，特に塔乗者の多くに対し，強要的な働きをもつであろう
ことは明らかであるし，自動車盗犯等の予防検挙という検問の目的を達成する
ために，その運用が強要的に流れ易いであろうことも亦見易い道理であろう，
さきに認定した本件の事実からもこの聞の事情はある程度窺うことができる。J
警察・検察側は自動車検問での短時間の情報要請と応答行為における任意性
を主張するが，検問運用内規においても「検問所J，I制服員」を検問運用の
「客観的表象(行政手続)Jとし個々の警察官が本来的に執行機関であることか
らも「強要可能性」ないし「強要契機の潜在性」を払拭できないものと認定す
る。
「叉職務質問においては，警察官が職務質問中逃げ出した者に対して質問を
続行するために追跡し，更に背後から腕に手をかけて停止させる程度のことは
許されるという，限界的なばあいについてそれを救済する判例があるからとい
って，警察官職務執行法第二条がただそういう実力行使を是認するためにのみ，
特に法律で規定されているものとは到底考えられない。」
したがって，響察法の責務規範以外の法律根拠を欠く自動車検問，あるいは
要件を欠く職務質問(警職法)という公務遂行中これを中断し逃走の場合には，
この時点で職務質問を貫徹すべく「即時強制」も許されることになろうと懸念
されるのであり，そのような状況のために響職法2条が存在するのでないとも
している。
「これを要するに，いわば自動車塔乗者に対する職務質問の特殊応用形態と
しての自動車検問なる制度の今日における必要性は理解できないではないが，
現行法の下においては，法的根拠を欠き不適法なものであるといわざるを得な
い。ただ，個々の自動車に対する検問が，たまたま響察官職務執行法第二条第
一項の要件を備えている限りにおいて，職務質問として適法と見ることができ
るに止まる。本件においては，そもそも停車を命ずる権限はないし，停車しな
かったからといって職務質問の要件が存在したとはいえなL、から(中略)，・
巡査の職務執行は適法とはいえない。被告人H ・H ・が同巡査に暴行を加えたこと
によって公務執行妨害罪は成立しない。」
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自動車普及の増大を考慮すれば一般通行者への職務質問の遂行と同等同質の
職務機会の可能性を確保する必要(職務質問遂行の法的要件の現認性確保〉な
らびにタクシー協会からの自動車検問の実施の要請をふまえれば，職務質問の
「特殊応用形態」としての自動車検問の「必要性Jは認められるものの，結果
として犯罪行為の探知に結びつく「行政調査」として偶発・偶然の適法性を創
出することがあるとしても，なお現行警察法制では法的根拠を見出せず，法定
の職務質問の要件充足もない適法なものとした。
この判示については双方が控訴した。
2 職務質問と自動車検問との関係性
前記判例の控訴審において，大阪高裁(大阪高裁昭和38・9・6判時360・9)
は， r一般的に自動車検問が適法か否かについて考察を加えると当審における
事実取調の結果を参酌して記録を精査するに，いわゆる自動車検問の実態は警
察官が自動車盗犯その他重要な犯罪の予防，検挙のため，一般通行中の自動車
を停車させて，運転者に対し，更に必要な場合には乗客に対し必要な二，三の
質問をすることをいい，警察内部の訓令，通達等によって一つの制度的なもの
として行われていることは原判示のとおりである。Jとし，この点についての
認識を一審大阪地裁と同じくして，自動車検聞を自動車盗犯その他重要犯罪の
予防検挙安目的としておこなわれる行為態様としている。ところが地裁と異な
り審察法責務規定(法2条〉への言及は一切おこなうことなく， r法律要件を
欠く職務質問」との地裁の判示に対して，自動車検問の合法性を警職法に求め
るべく，本来的職務質問の実効性確保という観点から自動車検問の正当化をこ
ころみる。
「さて警職法第二条第一項をみると警察官は異常な挙動その他周囲の事情か
ら合理的に判断して何らかの犯罪を犯し，若しくは犯そうとしていると疑うに
足りる相当な理由のある者又は既に行われた犯罪について，若しくは犯罪が行
われようとしていることについて知っていると認められる者を停止させて質問
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することができると規定している。」のであって， I犯罪関連性の現認」から
「職務質問遂行」への連続性が想定されている。
「一般の歩行者であれば警察官はその挙動，態度を注視することによって，
同条の職務質問の要件の存否を判断することができるが，高速度で疾走する自
動車に乗車している者に対しては停車しなければ職務質問の要件の存否の判断
をすることはもとよりかりに自動車に乗車している者に職務質問の要件を具え
た者がいたとしても職務質問を行うことは事実上不可能である。そもそも同条
の職務質問は，かかる高速度の交通機関を利用する者に対しては行わないとい
う前提のもとに立法されたものであろうか。警察官に職務質問の権限を認めた
理由は同条に定める要件の存する場合，警察官が質問をしてその疑念をはらし，
或は犯罪捜査文は犯罪防止の手段を講じる手掛りを得させようとするにあり，
ぞれが公共の安全と秩序を維持するために必要であると考えられているからで
ある。しかるに文明の発達と共に自動車を犯罪の手段または隠蔽の方法として
利用する者が(以下単に自動車を利用する犯罪という)激増する事態を招き，
高速度交通機関を利用する者に対しでも同条一項の要件をみたす限り審察官の
職務質問の権限を認むべき実質的理由があるのである。しかも同条第一項は相
当な理由のある者，知っていると認められる者とのみ規定し，職務質問の対象
となる者について自動車摩利用する者を除外するものでないことは文理上から
も明らかである。従って，自動車を利用する者に対しても同条第一項は警察官
に対し職務質問の権限寄与えているものと解すべきであり，徐行しているオー
プンカーの如き場合を除き職務質問の要件の存否を確認するため自動車利用者
に停車を求める権限をも合わせて与えたものといわなければならなし、。さらに
選転者や乗客に職務質問の前揖要件の存否を瞭かめるため二，三三の質問をする
ことも相手方の任意の応答を期待できる限度において許容されていると解する
のが妥当である。」
ここにおいて高裁は地裁と異なり，目的(貫務)規範と授権(根拠)規範の
切り分け的考察でなく，自動車検問について自動車盗犯その他重要犯罪の予防
検挙のためという目的論的解釈を展開する。すなわち犯罪の予防検挙の実効性
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確保のために職務質問権限が付与されているのであり，職務質問にはその実施
について求められる犯罪関連性の要件存否を見極めるために，自動車利用者の
増大をみた現在自動車の停止を求める自動車検聞をおこなう合理的な必要性が
あるとし，自動車検問において一時的停止を求めてニ，三の質問4をすることで
犯罪関連性を見極め，その上でこの懸念がある場合さらに警職法の職務質問に
本格移行するプロセスをそもそもの立法趣旨と解している。ただしそうである
とすれば，ここで論理は逆転換することになる。
一般の通行者であれば職務質問着手の要件を現認してこれをおこなうことが
可能であり，職務質問は通行者すべてに対してではなく犯罪との関連性等の現
認を前提として「選択的に」のみ実施されるが，自動車運転者・搭乗者の場合
には搭乗者への現認性が確保されないため，かえって通行車両一斉に検問を実
施し一時停止を求め賢聞を行なうことになる。したがって，一旦停止・制止を
求められる通行の自由への制約可能性という点では，通行者と自動車搭乗者の
聞に著しい差別を生ずることとなる。警職法の想定する職務質問を運転者・搭
乗者にも実施するために，響職法の職務質問規定から「自動車利用者に停車ぞ
求める権限」を警察に一般的に創出するべきとの論理になる。ここに，自動車
一斉検問の法的根拠は，警職法職務質規定ということになるが，そうであるが
故に自動車に停止告求める「権限Jについても後続の本格的職務質問と同様の
制約が課されることを述べる。
「しかしながら自動車の停車を求める権限が無制限のものとは到底考えられ
ない。
先ず第一に同条の職務質問が強制力を伴わない任意の手段であることを考え
ると，その前提として認められる自動車の停止を求める行為もまた任意の手段
でなければならないから，道路に障碍物を置く等の物理的に停車を強制する方
法によることは許されない。」
すなわち第一に， 自動車検問は検問態勢(標識・制服員等〉の外観に対し運
転者等の任意の協力を前提とする警察行政上の事実行為として把握されるべき
で，自動車の停止を強要する物理的条件の設置を許さない。
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「第二に，犯罪を犯し，若しくは犯そうとしている者が自動車を利用してい
るという蓋然性のある場合でなければならない。警職法第二条は犯罪を犯し若
しくは犯そうとしていると疑うに足る相当な理由のあることを職務質問の要件
としている。人権擁護の見地から職務質問のできる場合を制限したものである。
職務質問の前提として自動車の停止を求め得る場合は，人権擁護の見地から職
務質問の要件に準じ，犯罪を犯し，若しくは犯そうとしている者が自動車を利
用しているという驚然性のあるときに限定するのが相当である。この蓋然性は
警察官が主観的に思料したのみでは足らず，客観性を持たなければならない。
例えばある種の重要犯罪が発生し，犯人が自動車を利用して逃走したが，その
自動車を特定し得ないような場合(特定し得れば，現行犯人と認めうるか，す
くなくとも緊急逮捕の要件を具備している場合が多いであろうから強制的に自
動車を停止させ，犯人を逮捕することができることとなるが，これは警職法第
二条の前提としての自動車検問の問題ではない)犯人が利用したと思われる種
類の自動車に対しては自動車検聞が許される。ある種の自動車を利用する重要
犯罪が続発し，将来においても同穣犯罪の発生の薫然性の高いときも同様であ
る。」
次いで，自動車検問に際しでも，職務質問と同様に (1に準じてJ)犯罪行為
との客観的蓋然性がなければこれぞおこなうことができないとしている。した
がって犯罪行為との関連性を想起させる客観的に顕著な外観を呈していること
が求められよう(車体改変，改造車両，運転者・搭乗者と車種の著しい不均衡，
走行・操舵方法の異様など)。もちろん犯罪発生直後の警察官緊急配備による
自動車検問については，もはや警職法職務質問からの自動車検問と位置づける
必要なきものであって，捜査の一環としてみることができょう。
「第三に，自動車の停止を求めることが公共の安全と秩序の維持のために自
動車利用者の自由を制限しでも巳むを得ないものとして是認される場合でなけ
ればならない。職務質問の要件の存否を確認するため停車を求め得るものとす
れば，当然職務質問を受ける対象者に該当しない者に対しても停車を求めるこ
ととなり，これらの者の行動の自由を制限するばかりでなく，これらの者が常
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に自動車の停止に同意を与えているとは限らなL、。停止している時聞が短時間
であっても，先を急いでいる搭乗者のうちには自動車の停止を求められること
を迷惑と感ずる者もあろうし，停止を求められた者のうち職務質問を受ける対
象者に該当しない者の数の方が大部分を占めるであろうということも考慮しな
ければならなL、。自動車検問は職務質問の前提として認められるとしても，自
動車検問によって得られる公共の安全と秩序の維持という利益のために，職務
質問を受ける対象者に該当しない者の自由を制限しでも日むを得ないと是認さ
れる場合でなければならなL、。このことは警察法第三条第三項が警察の活動は
厳格に前項の責務の範囲に限られるべきであって，その責務の遂行にあたって
は，・…・・いやしくも日本国憲法の保障する個人の権利及び自由の干渉にわたる
等その権限を濫用することがあってはならないと規定し，暫察目的と責務の面
から，警職法第一条第二項がこの法律に規定する手段は前項の目的のため必要
な最小の限度において用いるべきであって，いやしくもその濫用にわたるよう
なことがあってはならないと規定し，警察手段の面から強く濫用を戒めている
ことから明らかである。J
以上，自動車検問については，質問応答への強要性を生む物理的条件の禁止，
犯罪関連性の蓋然性が必要であること，特定車種・特定道路等に対する自動車
検問の限定的許容性， したがって自動車一斉検問は排除されること，蓋然性が
認められる場合でもなお自動車検問の際は相手方の任意性確保，警察法目的と
欝察手段の比例性確保(法律の明確な根拠なき場合の法原則としての比例原則
遵守)， くわえて手段選択について最小侵害原則を述べる。
「これを詳説すれば，
(イ)自動車検問が許されるのは自動車を利用する重要犯罪に限られる。職務質
問の対象者に該当しない多数の者の自由を制限しでも巳むを得ないと認められ
る程度の重要犯罪にかかわる場合でなければならなL、(ロ)自動車検問の必要性
のある場合でなければならなL、。自動車検問をしなければ犯罪の予防，検挙が
困難であると認められる場合であることを必要とする。付自動車検問が犯罪の
予防，検挙の手段として適切なものでなければならなL、。何ら効果のないこと
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が明らかな場合に自動車検聞を許容すべき理由はない。(ニ)自動車利用者の自由
の制限は最小限度に止めなければならなL、。自動車の停止はできる限り短時間
に止めなければならないし，一台の自動車を数回に亘って停車させることも厳
に慎しまなければならない。これらの諸点を考慮して公共の利益のために自動
車利用者の自由を制限しでも己むを得ないものと認められることを要するので
ある。これを要するに前示第一乃至第三の制限のもとにおいて，初めて職務質
問の前提として自動車の停止を求めることが許容され，適法であるということ
ができるのである。」
職務質問の準備行為としての自動車検問実施の正当化のこころみはしたがっ
て，その警職法の規制を受けるかたちでの実施可能性を前提に，自動車検問と
いう警察行政活動への警職法に基づく職務質問の法的趣旨による支配すなわち
「法律の支配原則Jとも理解できる形態でおこなわれるべきであり，その際た
だし検問でのやりとりにあっては警察の目的と手段の聞の合理的均衡が図られ
る必要があり，とられる手段についても相手方への最小負担に止めるべきこと
は暫察法「責務」規定 (2条)にあるとおりであるが，以上， r自動車検問の
法的根拠を警職法第二条に求め得る以上検察官所論のように警察法第二条にさ
かのぼって論議する必要もない。」として，組織法責務規範への権限の正当化
疫不要とした。
2-1 不審車両に対する職務質問
本大阪高裁の判旨の流れと軌をーにし，一般車両検問でなく警察官の不審車
両の現認を端緒とする検問についてその趣旨をさらに明確に述べるものとして，
東京高裁(昭和48・4・23判タ 297・364)の判示があるo
酒気を帯び普通自動乗用車を運転し道路を走行中，交通(飲酒運転〉取締り
に従事していた巡査らに不審車両として職務質問を受け，道交法違反の罪(酒
気帯び運転)について取調べのため，自動車を停止し下車するよう求められ，
エンジンを止めようとしてドアから差し入れられた巡査の右腕を数回殴打し，
襟首をつかんで前後にゆすり，さらに巡査の右手ぞハンドルに押さえつけたま
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ま自動車を後退させ約 10メートル程引きずる等の暴行を加え， もって巡査の
職務執行を妨害したとされる事案である(原審:東京地裁昭和47・1・30高
等裁判集刑事判例集26・21・80)。
「自動車検問ないし職務質問が是認されるためには暫職法第二条第一項の要
件がそのままみたされねばならないと解すべきところ，被告車が徐行しなかっ
たとされる本件交差点の客観的状況，その時刻が深夜であることなどに照らせ
ば，…・・・巡査らにおいて被告人が飲酒溜転等道路交通法に適反していると認知
するについて合理的根拠となりうる徴表はなんら存しないし，被告人は徐行義
務を免除されると考えるのが相当であり，また仮りに被告人が徐行義務を免除
されないとしても，右のような客観的諸状況のもとにおいては，いわゆる信頼
の原則などから徐行の程度は緩和されるものと考えるのが相当であるから，…
巡査らが被告車を停車させようとしたことは，自動車検問ないし職務質問の前
提条件を欠く違法な職務行為であり，従って被告人が右検問を通過してもなん
ら責めらるべきいわれはないと主張する。
しかし前記道路交通法第六七条第一項によれば，暫察官は，自動車運転者が
酒気帯び運転をしていると認めるときは，当該自動車を停止させる権限を有す
ることは明らかであり，また前記警職法第二条第一項は警察官に対し，一定の
要件のもとに，自動車運転者に対する検問ないし職務質問の権限を与えている
ものと解すべきであり，警察官が職務質問の要件の存否を確認するため，自動
車運転者に停車を求め，場合によっては停車を指示する権限をも合わせて与え
たものというべく， もとよりそれは，すべての自動車に対し無制限にその停車
を求める権限があるとは考えられないとしても，個々の自動車について検聞の
合理的必要性があり，かっその方法が適切であって，自動車道転者に対する自
由の制限が最小限度に止められる場合においては，職務質問の前提として自動
車の停止を求め，場合によっては停車を指示することも許容されるものという
ことができる。」
自動車検問一般については，警職法趣旨にのっとった運用としての犯罪関連
の薫然性を有し，検問における事実的措置についても比例原則の拘束を受ける
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が，道路交通法違反事実を現認した際にはもはやこの対処を要せず，むしろ即
時強制的行政調査としての措置に移行することを明言する。
3 警察法を栂拠とする自動車検聞の許容性
3-1 宮崎地裁判決
これら自動車検問に関する判例展開にもかかわらず，最高裁は，昭和 55年
9月22日判決(上告棄却決定の上，職権による判断〉において，警職法でな
く警察法による自動車検問の適法性を判断した。以下，下級審での判断枠組み
をほぼ踏襲するかたちで示された最高裁の判断過程を考察する。
事案は次のとおりである。警撞活動の一環として飲酒運転等交通違反の取締
りのための交通検問が敷かれ実施(対象は特定地域を通過する全車両。「停止
命令」は赤色灯回転の指示による。停車に応じた車両を誘導し，免許呈示を求
め，免許不呈示・酒気の知覚ある場合は降車を求める。前記に該当しない者は
そのまま走行・発識を促す。〉された際に，酒気帯び運転として検挙・起訴さ
れた事案である(宮崎地裁昭和53・3・17刑集34・5・290判時903・107)。
以下，本稿の関心にそって考を進める。
第一審宮崎地裁は，公訴事実どおりの事実を認定して，被告人を罰金2万円
に処した。第一審公判および控訴趣意において，酒気帯びの事実および犯意の
存在を争ったことに加えて， i被告人は警察官による自動車のーせい検問によっ
て検挙されたが，とのような検問は，法律上の根拠を欠き，違法であり，本件
で検察官から提出された証拠のうち，右の検聞が端緒となって収集された証拠
(捜査報告書，酒気帯び鍛識カード，飲酒検知管など)は，憲法収集証拠であっ
て，証拠能力がない」旨を主張したため，右自動車検聞が適法か否かが，本件
訴訟の主な争点となった。
法的根拠なく実施された自動車検問は違法であって，その際収集された証拠
に証拠能力はないとの主張に対し，一審宮崎地裁は， ，_..般に自動車検問とい
っても，主に交通取締りを目的とする交通検問，一般犯罪の予防検挙を主な目
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的とする警戒検問，特定犯罪の犯人検挙を目的とする緊急配備検問など種々の
態様のものがあり，また検問の具体的方法によっても法的問題に相違がある」
として，自動車検問への設定された目的による類型的切りわけを考察の出発点
とする。その上で，本件「自動車検問は主に交通取締の目的で」なされた「無
差別の交通検問と解されるが，このような無差別の交通検問でも対象車両の走
行の外観状況から交通違反を犯している等の不審な点が客観的に認められる場
合には道交法六七条一項，警察官職務執行法(以下警職法という)二条一項等
により停車等を求め得ることは明らかで，格別問題はなL、」とする。
地裁はむしろ，一般的自動車検問の妥当する領域は，運用上これに実質的に
連続する職務質問の過程で特定犯罪行為認知の段階に進むものと考慮するよう
に見える。そうとすれば，道交法や刑事法等該当する法律における罪状確認の
手続・調査と位置づけられると解する。そうであるとしてそれでは，外観状況
等からは交通違反を犯している等の不審が客観的に確認できない車両への停止
を求めることはできるか。この場合には，自動車検問一般の法的許容性を論ず
ることになる。
「この点については，道交法に規定する各種の停止権や警職法二条一項の停
止，質問権が，問題の交通検問の根拠となり得ないことはいずれも一定の要件
のもとに認められていることから明らかであり，これを許容する法律の特別の
根拠規定もないところである」と認めた上で，ところ「が，社会生活において
自動車が必要不可欠のものとなり，その普及も目ざましく，道路における危険
防止，交通の安全と円滑の確保の重要さが増大している現時の交通状況からす
ると，交通の安全と交通秩序そ維持するために本件のような交通検問の必要'性
は否定できないところであって，警察法二条一項が交通取締を警察の責務とし
て掲げ，空通の安全と交通秩序の維持をその職責と規定していることに鑑みる
と，同条項は，交通取締の一環として当然右のような交通検問の実施を警察官
に許容しているものと解されるところである。」として，法律の存在意義を十
分に発揮させるべく，法律の適用対象たる社会的事実状況の変化からは，かよ
うな交通検問の実施を警察に認めていると解すべき旨を明言する。
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「この点で警察法は組織法であって同法二条一項は，個々の警察官の権限を
規定したものではなく，単に警祭の所掌事務の範聞を定めたに過ぎないとする
見解もあるが，同条頃は，組織体としての警察の所掌事務の範囲を定めるとと
もに，警察がその所定の責務を遂行すべきことも規定したものであって警察官
にとって権限行使の一般的な根拠となり得るものと解するを相当とする。」
警察組織への責務規定は，個々の警察官によってこれを実現すべき責務と作
用手段の根拠も提供する趣旨と解すべきとする。
「ただこの場合，哲察官がその職責を遂行するに当って取り得る警察手段と
しては，法律の特別の根拠規定を要しない任意手段に限られるべきであって，
個人の意思を制圧して強制的に警察目的を実現する強制手段のように同条項と
は別に法律の特別の根拠規定を必要とし，その根拠規定に基く限りにおいての
み許容するを相当とするものは，権限行使の一般的根拠となり得るにとどまる
同条項に基く職責遂行の手段としては是認できないところで問題の交通検問も
右のような任意手段による場合に限り法的に許容されるというべきである。」
警察責務規定からのみ根拠付けられる作用については，相手方の任意性確保
が前提となり，警察法目的に比例しかっその中でも負担や干渉の度合いの最小
のものである必要がありこれこそが法原則であるとする。
続けて以下のとおり述べて，いわば自然法的警察義務の国民の側への確認と
も見える表現になっている。
「しかも，同条二項が，同条一項に定める警察責務の遂行に当つては憲法の
保障する個人の権利および自由の干渉にわたる等その権限を濫用することがあ
ってはならない旨定め，警察官の職務執行の一般法的性格を持つ警職法が，そ
の二条一項において一定の要件の下に警察官に停止，質問権を認め，その一条
ニ項において，問、法に規定する手段は，同法一条一項所定の許察目的のため必
要な最少の限度において用いるべきものと規定している趣旨に照らすと，右の
ような警察法二条一項に基く任意手段にとどまる場合においても，そのすべて
が許容されるものではなく，警察官の権限行使の具体的な必要性と相手方の受
ける不利益とを比較考慮しその権限行使が社会通念上是認できる必要最少限度
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のものに限り許容されるというべきで，定行の外観状況等からは交通違反を犯
しているなどの不審の点が客観的に認められない車両に対し停止を求める問題
の交通検問にあっては，それが相手方の完全な自由意思に基く任意の協力を求
める形で行われ，その方法も強制にわたらないもので，検問を実施するについ
て相当の必要性があり，相手方に過重な負担をかけない場合に法的に是認され
ると解すべきである。」とし，検問に違法性はなかったとして被告人有罪とし
司同
'‘~O 
3-2 福岡高裁宮崎支部判決
被告人控訴。これを受けた福岡高裁宮崎支部(昭和 53・9・12刑集34・5・
296判時928・127)では，違法になされた自動車検問により得られた証拠であ
り，禁止，排除の対象とさるべきものである旨主張された。
この点につき宮崎支部は， r右の本件経過のもとにおいて，法律上問題とさ
れているのは，走行中の車両に停止を求める交通検聞が許されるものかどうか，
であるが，警察法二条は警察官の権限行使の一般的根拠安定めたものであり，
同条一項が交通取締を警察の責務として掲げ，交通の安全と交通秩序の維持を
その職責として規定していることに鑑みると，同条項は，交通取締の一環とし
て，当然右のような交通検問の実施を警察官に許容しており，右権限の行使に
当り強制手段に出る場合は，その権限を規定した特別の根拠規定のあることを
要するが，強制手段に出ないで任意手段による限り特別の根拠規定がなくとも
これをなし得ると解すべきである。」
警察組織法の責務規範は，交通安全・交通秩序維持のため，任意手段による
限りは，一般に自動車検聞をおこなう「権限Jを認めるものと明言した。また
その際の法原則たる「任意性Jは，総合的に判断すべきとしている。すなわち，
「その場合，いかなる態様，程度の行為が任意手段として許容されるかは，同
条二項と警察官職務執行法一条にいういわゆる警察比例の原則に従い，警察官
の権限行使の具体的必要性と相手方の受ける不利益とを比較考慮して，具体的
状況のもとで相当と認められる限度と解される。J
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3-3 最高裁決定(最決3小判昭和 55・9・22刑集34・5・272判時977・40)ω
最高裁は，自動車検問の法的根拠輪には一切触れず，むしろ警察組織目的と
して設定された責務規範からの組織論理として検聞をおこなうことそ当然視す
るかのごとく，目的志向の諸活動への「規制規範」としての警察法2条規定の
趣旨に簡潔に言及する。
「自動車検問の適否について判断する。暫察法ニ条一項が「交通の取締J~ 
警察の責務として定めていることに照らすと，交通の安全及び交通秩序の維持
などに必要な警察の諸活動は，強制力を伴わない任意手段による限り，一般的
に許容されるべきものであるが，それが国民の権利，自由の干渉にわたるおそ
れのある事項にかかわる場合には，任意手段によるからといって無制限に許さ
れるべきものでないことも同条二項及び警察官職務執府法一条などの趣旨にか
んがみ明らかである。」
「しかしながら，自動車の運転者は，公道において自動車を利用することを
許されていることに伴う当然の負損として，合理的に必要な限度で行われる交
通の取締に協力すべきものであること，その他現時における交通違反，交通事
故の状況などをも考慮すると，警察官が，交通取締の一環として交通違反の多
発する地域等の適当な場所において，交通違反の予防，検挙のための自動車検
問を実施し，同所を通過する自動車に対して走行の外観上の不審な点の有無に
かかわりなく短時分の停止を求めて，運転者などに対し必要な事項についての
質問などをすることは，それが相手方の任意の協力を求める形で行われ，自動
車の利用者の自由を不当に制約することにならない方法，態様で行われる限り，
適法なものと解すべきである。原判決の是認する第一審判決の認定事実による
と，本件自動車検問は，右に述べた範囲を越えない方法と態様によって実施さ
れており，これを適法であるとした原判断は正当である。」
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4考察
以上， 日常生活にとって最も卑近な存在でありながら，違法結果が最も重篤
に人の生命・健康・身体に及ぶ自動車利用に対する警察検問にかかる 6つの判
例を考察した。最判上告棄却決定の説示をもって，裁判と実務上は一応の終結
を見たかに思われるが，この件に関する判例のアプローチは大きく 3つに区分
できょう。
①国民の行為自由性を前提としこれに事実上の制約を課する警職法授権に間
接的な根拠を求め，自動車検問の「職務質問の前段行為」性を構成し自動車搭
乗者に対する「職務質問着手の要件判定行為」としての位置づけと行為態様の
限界性を設定する論理(大阪地裁・大阪高裁・東京高裁)，②具体的な法律根
拠なしにおこなわれ自由への制約効果を伴うことを承認しながら，現下の状況
への自動車取締りへの必要a性を背景に(事実の規範力?)，警察法により組織
全体に課される「交通取締責務Jを組織構成機関たる警察官の「組織内部的義
務」を反転して外部に向けられる事実行為として，その任意性を前提としさら
には警察事実行為の必要性と相手方への不利益との比較考慮の上に，警察法責
務規定から根拠づける論理(宮崎地裁・福岡高裁宮崎支部)，そして③先の②
の論理を前提として，個別具体の法律関係(道交法)から想定される法義務の
対応概念としての警察「権限」とその行使態様を限定した上での一般行為性の
承認構成(最高裁)。ただし，最高裁は，一般通行者とは異なり，公道におけ
る自動車利用を道交法という公法上許された地位にある者の行為と位置付け，
これに警察法上の責務規定に由来する警察官の合理的な事実行為としての一般
自動車検問を対応させる法構成をとり，遭安法関係にある者のー殻的抽象的法
義務(当然の法的負担)への働きかけとして理解しているようにもみえる。
しかしながら，なおも法的に未消化な部分をどのように理解すべきかの印象
は拭えない。すなわち，自動車検問実施を含む警察の事実活動における「任意
性」の構成である。
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大阪高裁は，警職法の職務質問に比して軽微な負担であれば (1必要な最小
の限度J)，警職法の立法趣旨の合理的範囲のものとして許容されようとする構
成であるが，制服武装の警察機関に対し，果たして「完全な自由意思に基づく
任意の協力J(宮崎地裁)はありうるのか。むしろ普察実務は，内規において，
検問所において(検問表示の下で)制服員が当たることを制度とし(検問実施
の客観的前提)，職務質問への本格的移行段階(準備行為段階)でも「停車命
令Jの発動(なおも強い「行政指導Jか， 1即時強制uか， 1行政調査Jの属性
か〕ωを規定する。ただし内規運用でも前提とされている「検問」ないし「検
問所」あるいは「検問態勢」自体を問題にする必要はないのだろうか。制服武
装警察官が集団ないし複数でこれに当る「検問」実施の場所が合理的かっ物理
的に客観的条件(例として警察署，交番，派出所あるいは高速道の出入口付近，
事故多発地域等)を備えていたか否か。また，従事する欝察官の員数と「任意
性」の確保との関係についても法的考患は必要であろう(九
最高裁の論理は，行政手続法およびその理念が定着した現在では以下のよう
に構成して把握することもできる。すなわち，自動車の一斉検聞は，審職法執
行(職務質問〉の前段行為たる警察事実作用としてこれを行政警察的事実行為
とみることができ，行政組織を前提とする行政手続法のシステムにあっても，
検問実施内規を行政の基準設定ないし行政指導要綱として捉えることができる。
とすれば，警察行政組織に関する根本規範である警察法それも警察責務規定
〈法2条 l項)からその法的根拠そ導出できる。ただし，一斉自動車検聞を行
政指導とみれば，相手方の任意性の確保(協力に基づく)と実施にかかる相手
方の自由の不当な制約に渡らない限りは適法と解するべきであるω。
しかしながら，これら行政基準設定一行政指導的事実行為一任意性確保・自
由の不当制約の制限の構成はあくまでも一般行政機関の業務執行を原則とする
ものであって，これら一般の公務員が執行機関として作用する場合は格別，制
服武装である執行機関を前提とするものではない。一般の行政機関(職員)が，
執務所(行政官庁舎〉以外で組織としての態勢を組んでその機能発揮をするこ
とはない(災害対策基本法等の措置規定が発効する際は，すでに有事状況を構
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成しているはずである〉。したがって，本来庁舎外で活動し機能発揮を期待さ
れる執行機関の事実行為について，法的根拠の正当性を含め法的規律はなお不
十分といわねばならない(警察法施行令の 13条委任に基づく「地域警察運営
規則Jには，検問所を定める 28条において検問所の設置を幹線道県境とその
他の「要所」とし cl項)，あくまで「犯罪の予防検挙J(同2項)としながら，
自動車停止の上交通の指導・取締りに当たる (3項)ものとされている〉。
これら暫察事実行為の分野にあっては，学問上の饗察概念として展開されて
きた各種の警察法原則がなおも有効有益な規律効果を発揮する(警察公共・警
察責任・警察比例など)。改めて，それら概念の再検討，警察組織一般法であ
る警察法との意味連闘が考察される必要があり，この点については他日別稿を
期したい。
〈注〉
( 1 ) 伝統的な警察法学教科書である図上譲治「警察法〔新版)J(平成6年〉には，
「警察官は質問のため，歩行者・車等安停止させることがで奉る。停止に従わな
い者を処罰するには，特別の規定を要するが(道交六条・三三条)，身柄の拘束
に至らない程度で(警職二条三項)実力により停止させることは，公務の執行と
認められる。Jとして，つとに実力による静止を認めているが，この理解の背景
にあるのは，自由の内在的制約輸を基礎とする自然法主義的轡察法概念に発する
警察法学の判断枠組みであって，警察の権限は国民の側の自然法的義務の対応概
念を成すものとしてとらえられている。新版の序 (2頁〕および 138頁。
(2 ) 主に憲法上のプライパシー保全の観点から，自動車の一斉検問制度について詳
細に考察を加えるものとして，渥美東洋「自動車検問の法律構成についてー最高
裁昭和五五年九月二二日判決をめぐって」判例タイムズ423号13頁以下がある。
(3) 最高裁の本決定については，調査官解説として渡部保夫「交通の安全及び交通
秩序の維持などに必要な警察の諸活動と警察法ニ条及び警察官職務執行法一条と
の関係 警察官による交通違反の予防，検挙を目的とする自動車のーせい検問の
適法性」最高裁判所判例解説刑事篇昭和55年度 149頁以下があり，刑事訴訟法
学および行政法学の各論者による，分析と考察が多数なされている。
(4) さしあたり， 自動車検問を「行政調査」という観点から分析する，曽和俊文
「自動車の一斉検問」行政判例百選1[第5版]， 222頁以下，また「即時強制」
の観点から分析するものとして，警職法2条を根拠にその趣旨にのっとり例外的
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にこれを承認する，東傑武治「自動車のーせい交通検問の適法性」昭和55年度
重要判例解説38頁以下がある。他方で，警察法・警職法いずれの点からも法的
根拠づけに難点があり，端的に違法と言わねばならないとして立法的対処を求め
る，稲田隆司「自動車検問」刑事訴訟法判例百選 12頁以下がある。
( 5) このように考えると，検問における自動車の骨~ll1:.と運転者・同乗者との直接的
対応行為自体の問題ではなく，公共空間における柊察官の集団ないし比較的多数
による作用や行動の正当性や合法性が問題となってくることにも留意が必要であ
る。
(6) 一斉検問に関する警察内規については，したがって任意に意見公募手続に付し
たり，警察署単位での警察署協議会(法53条の 2)への運営報告と意見聴取な
どで，運用についての手続的正当性を確保する工夫の余地はあろう。
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